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2024年12月期 決算補足説明資料 京葉ガス株式会社

１．2024年連結決算実績（対前年） （４）セグメント情報

（１）決算概要

（単位：百万円）

売上高 セグメント利益 売上高

2023 2024 増減 ％ 2023 2024 増減 ％

（単位：百万円） ガス 93,224 86,208 △7,015 △ 7.5 8,946 5,552 △3,393 △ 37.9

2023年 2024年 増減 増減率（％） 電力小売 16,217 15,350 △867 △ 5.3 △4,628 △2,496 2,132 －

売上高 122,853 115,609 △ 7,244 △ 5.9 不動産 1,421 1,688 267 18.8 712 890 178 25.0

営業費用 121,149 114,269 △ 6,879 △ 5.7 その他 14,327 14,641 313 2.2 967 1,071 104 10.8

営業利益 1,704 1,339 △ 364 △ 21.4 調整額 △2,336 △2,279 56 － △4,293 △3,679 613 －

経常利益 2,431 2,266 △ 164 △ 6.8 合計 122,853 115,609 △7,244 △ 5.9 1,704 1,339 △364 △ 21.4

特別損益 △ 747 △ 33 714 －

1,460 1,623 163 11.2 （５）キャッシュフローの状況

＜営業活動＞前期にあった長期前受金の受取がなかったことなどにより収入減少。

（２）ガス販売量等 ＜投資活動＞不動産等への投資が増加した一方、定期預金の純増減影響などにより支出減少。

家庭用はお客さま件数の増加などにより増加。 ＜財務活動＞長期借入金による収入などが増加。

商業用はお客さま設備の稼働が減少したことなどにより減少、工業用は下半期においてお客さま設備 （単位：百万円）

の稼働が増加したことなど、その他用は春先や夏場の空調需要が増加したことなどにより増加。 2023年 2024年 増減

（単位：千m3、件） 営業活動によるキャッシュ･フロー

2023年 2024年 増減 増減率（％） 投資活動によるキャッシュ･フロー

家庭用 291,157 295,339 4,182 1.4 財務活動によるキャッシュ･フロー

商業用 121,468 115,688 △ 5,780 △ 4.8 現金及び現金同等物期末残高 13,493

工業用 199,707 202,422 2,715 1.4

その他用 49,395 51,602 2,206 4.5 ２．2025年12月期の連結業績予想

業務用 370,571 369,713 △ 858 △ 0.2

合計 661,728 665,053 3,324 0.5

都市ガスお客さま件数(※) 1,049,909 1,061,916 12,007 1.1

※取付ガスメーター数 （単位：百万円）

2024年 2025年 増減 増減率（％）

（３）設備投資額 （単位：百万円） ガス販売量（千m3） 665,053 677,000 11,947 1.8

2023年 2024年 増減 増減率（％） 売上高 115,609 118,900 3,291 2.8

13,313 15,799 2,485 18.7 営業利益 1,339 2,400 1,061 79.2

＜2024年の主な投資＞ 経常利益 2,266 3,100 834 36.8

導管、リーフシティ市川共同住宅、HOTEL R9 Premium 市川駅前等 1,623 2,100 477 29.4

15,799 13,300 △ 2,499 △ 15.8

為替レート（円／＄）

原油価格（＄／ｂ）

【減収・増益】

ガス・電力小売事業の販売量は増加したものの、販売価格下落などにより減収。

電力小売事業の損失が縮小し、不動産・その他事業も堅調に推移したものの、ガスのスライドタイム

ラグ悪化の影響などにより営業・経常減益。特別損失の減少により最終増益。

28,330 10,008 △ 18,321

親会社株主に帰属する当期純利益

△ 2,626 △1,022 1,604

△ 25,064 △9,651 15,413

84.0 80.0

＜ガス＞は、スライドタイムラグ悪化の影響により減益。

＜電力小売＞は、電力調達費用の減少などにより損失縮小。

＜不動産＞は、リーフシティ市川の賃貸収入の増加により増益。

有形・無形固定資産

＜前提条件＞

親会社株主に帰属する当期純利益

2024年 2025年

150.9 155.0

14,159 △ 665

設備投資額

【増収・増益】

ガス販売量は家庭用の回復を見込み増加見通し、電力小売販売量も増加し増収。

ガス・電力の販売量増加や電力小売事業での調達コスト減少に伴う収支改善などにより、増益。


